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要         旨 

近年、わが国では生活保護受給者数が戦後最高を更新し、それに伴い子ど

もの貧困率が上昇している。また、複数世代にわたり、生活保護を受給す

る家庭の存在も問題視されていることから、貧困の世代間連鎖を解明する

ことは喫緊の社会的課題である。この社会的背景をもとに、本申請者の研

究では、貧困の世代間連鎖が存在するのか、そしてもし存在するのであれ

ば、何故なのかを明らかにすることを主な目的としている。 

筆者は Becker の人的資本理論をもとに、Bourdieu の家庭内文化資本と

社会関係資本論、そして Kohn の親資源論などの多領域に渡る理論を援用

して、本研究の理論的枠組みを構築し、回顧型インターネット調査（n=10

万人）と厚生労働省「21 世紀出生児縦断調査」（n=4.7 万人）のデータを

分析して、本構築モデルから導き出した仮説の統計的検証を行った。 

主な結果として、子ども時代に生活保護を受給した経験のある人は現在

生活保護を受給している確率が統計的に高いこと、親の階層（就業形態と

学歴）が高い家庭で育つ子どもほど、養育の質と家庭内文化資本の水準が

高く、中学校時代の主観的成績に正の影響を与えていること、そしてこの

成績が最終学歴を通して世帯収入を高めていることが明らかになった。 

本論文は以下の点で高い評価が得られた。第一に、従来の子ども時代の

貧困に関する研究はマクロ経済的な要因に焦点を置いたものが多かった

が、本研究では経済学と社会学視点を融合させてミクロな規定要因につい

て検証できたことから斬新性が高いことである。第二に本研究枠組みは学

際的な理論を用いてオリジナルに構築された包括理論であり、変数重視の

実証的先行研究と比較すると、学術的な貢献度はかなり高い。第三に理論

から派生した仮説を貴重な大規模データ及び縦断調査データを用いて、高

度な統計分析されたことに対しても高い評価が得られた。第四に本研究の

インプリケーションとして、社会保障政策の面では現金給付だけでなくサ

ービス給付も含む子育て支援の充実やひとり親や非正規雇用の親でも不利

を受けないライフスタイルに中立的な制度が必要であること、更に、教育

面では低所得者家庭向けの就学前教育の実施や家庭内文化資本の水準が不

利な家庭への支援提供の重要性などを含む貴重な示唆を提示している点で

ある。 
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